
主要農作物種子法廃止法施行に対する意見書（案） 

 

本年４月、国会において主要農作物種子法（以下、種子法）の廃止法案が可決され、

平成３０年４月に施行されることとなった。その審議過程において、参議院農林水産委

員会で附帯決議が採択されたように、種子は農業の基本的な農業資材であり、国家の食

料安全保障の基盤を担っているため、その施行においては万全を期していく必要がある。 

また、種子法廃止と合わせて導入される農業競争力強化支援法では、「種子その他の種

苗について、民間事業者が行う技術開発及び新品種の育成その他の種苗の生産及び供給

を促進する」「行政法人の試験研究機関及び都道府県が有する種苗の生産に関する知見の

民間事業者への提供を促進すること」としており、国民共有の財産である種子技術の国

外への流出、ひいては種子を独占する企業が誕生しかねない。 

種子が持つ高い安全性と公共性こそが日本の主要農作物の強みであり、種子の生産・

普及体制が崩壊することは、国民の安全、安心の生活を守ることもできない。 

よって、柏崎市議会は、国会及び政府、新潟県に対し、以下の事項を強く要望する。 

 

記  

 

１ 政府においては、種子法廃止に伴って都道府県に財政的な影響が生じないよう対策

を講じることを求める。また、主要作物の種子に関する技術が安易に国外に流出する

ことなど、我が国の食料安全保障体制が揺らぐことがないよう、廃止法施行に当たっ

ては十分留意されたい。 

２ 国会においては、種子法廃止後の主要農作物の種子のあり方をつぶさに監視し、場

合によっては種子法にかわる新たな立法を検討して頂きたい。 

３ 新潟県においては、これまで種子法を根拠として実施してきた施策が後退すること

がないよう、予算や人員を確保されたい。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 

平成２９年１２月２０日 

 

柏崎市議会 

 

 

理由 

 種子の安定した供給により農業を守り、我が国の食料安全保障が揺らぐことがないよ

うにするため。 


